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   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、中部圏の開発及び整備に関する総合的な計画を策定し、その実施を

推進することにより、東海地方、北陸地方等相互間の産業経済等の関係の緊密化を促進

するとともに、首都圏と近畿圏の中間に位する地域としての機能を高め、わが国の産業

経済等において重要な地位を占めるにふさわしい中部圏の建設とその均衡ある発展を図

り、あわせて社会福祉の向上に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律で「中部圏」とは、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県及び滋賀県の区域を一体とした広域をいう。  

２  この法律で「中部圏開発整備計画」とは、中部圏の建設とその均衡ある発展を図るた

め必要な中部圏の開発及び整備に関する計画をいう。  

３  この法律で「都市整備区域」とは、中部圏の地域のうち第十三条第一項の規定により

指定された区域をいう。  

４  この法律で「都市開発区域」とは、都市整備区域以外の中部圏の地域のうち第十四条

第一項の規定により指定された区域をいう。  

５  この法律で「保全区域」とは、中部圏の地域内において観光資源を保全し、若しくは

開発し、緑地を保全し、又は文化財を保存する必要がある区域で、第十六条第一項の規

定により指定された区域をいう。  

   第二章 削除  

第三条  削除  



第四条  削除  

第五条  削除  

   第三章 国土審議会の調査審議等  

（国土審議会の調査審議等）  

第六条  国土審議会（以下「審議会」という。）は、国土交通大臣の諮問に応じ、中部圏

開発整備計画の策定及び実施に関する重要事項について調査審議する。  

２  審議会は、前項に規定する事項について国土交通大臣に意見を述べることができる。  

第七条  削除  

   第四章 中部圏開発整備地方協議会  

（中部圏開発整備地方協議会）  

第八条  中部圏の開発及び整備に関する重要事項を調査審議するため、関係県は、その協

議により規約を定め、共同して、中部圏開発整備地方協議会を設置する。  

２  前項の規定による関係県の協議については、当該県の議会の議決を経なければならな

い。  

３  中部圏開発整備地方協議会は、委員三十四人以内で組織する。  

４  委員は、次に掲げる者をもつて充てる。  

一  関係県の知事及び関係指定都市（地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第

二百五十二条の十九第一項 の指定都市をいう。以下この項において同じ。）の市長 十

人  

二  関係県及び関係指定都市の議会の議長 十人  

三  関係市の市長（関係指定都市の市長を除く。）を代表する者につき関係県の知事が

協議して任命する者 一人  

四  関係市の議会の議長（関係指定都市の議会の議長を除く。）を代表する者につき関

係県の知事が協議して任命する者 一人  

五  関係町村の町村長を代表する者につき関係県の知事が協議して任命する者 一人  

六  関係町村の議会の議長を代表する者につき関係県の知事が協議して任命する者 

一人  

七  学識経験のある者のうちから関係県の知事が協議して任命する者 十人以内  

５  この法律に定めるもののほか、中部圏開発整備地方協議会の組織及び運営に関し必要

な事項は、規約で定めるものとする。  

 

 



   第五章 中部圏開発整備計画  

（中部圏開発整備計画の内容）  

第九条  中部圏開発整備計画は、基本開発整備計画及び事業計画とする。  

２  基本開発整備計画（以下「基本計画」という。）には、次に掲げる事項を定めるもの

とする。この場合において、第二号及び第三号に掲げる事項については、第一号に規定

する方針に基づいて定めるものとする。  

一  中部圏における人口の規模及び配分、産業の配置、土地、水その他の資源の保全及

び開発、都市の開発及び整備、交通体系の確立、教育の振興その他中部圏の開発及び

整備に関する総合的かつ基本的な方針  

二  都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の指定に関する事項  

三  次に掲げる事項で根幹となるべきものとして政令で定めるもの  

イ 道路、鉄道、港湾、空港、運河等の交通施設及び通信施設の整備に関する事項 

ロ 住宅用地、工場用地等の土地利用に関する事項 

ハ 水資源の開発及び利用に関する事項 

ニ 国土保全施設の整備に関する事項 

ホ 住宅及び生活環境施設の整備に関する事項 

ヘ 公害の発生の防止に関する施設その他公害の防止に関する事項 

ト 教育文化施設の整備に関する事項 

チ 観光資源の開発、利用及び保全並びに文化財の保存に関する事項 

リ その他中部圏の開発及び整備に関する事項 

３  事業計画は、基本計画の実施のため必要な毎年度の事業で政令で定めるものについて

の計画とする。  

（基本計画の案の作成及び提出）  

第十条  関係県は、その協議により、中部圏開発整備地方協議会の調査審議を経て基本計

画の案を作成し、これを国土交通大臣に提出しなければならない。  

（中部圏開発整備計画の作成及び決定）  

第十一条  基本計画は、前条の規定により提出された案に基づいて作成するものとする。  

２  国土交通大臣は、中部圏開発整備計画を作成するについて必要があると認めるときは、

関係行政機関の長、関係地方公共団体及び関係のある事業を営む者（以下「関係事業者」

という。）に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることがで

きる。  

３  中部圏開発整備計画は、国土交通大臣が、審議会（事業計画については、審議会及び

関係県）の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して、決定するものとする。

この場合において、国土交通大臣は、関係県から意見の申出を受けたときは、遅滞なく

これに回答するものとする。  



４  国土交通大臣は、基本計画の決定をするに当たつて、基本計画が前条の規定により提

出された案と著しく異なるものである場合その他特別の必要があると認める場合には、

関係県の意見を聴くものとする。この場合において、国土交通大臣は、関係県から意見

の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。  

５  国土交通大臣は、中部圏開発整備計画を決定したときは、これを関係行政機関の長及

び関係地方公共団体に送付するとともに、国土交通省令の定めるところにより公表しな

ければならない。  

６  前項の規定により公表された事項に関し利害関係を有する者は、公表の日から三十日

以内に、国土交通省令の定めるところにより国土交通大臣に意見を申し出ることができ

る。  

７  前項の規定による申出があつたときは、国土交通大臣は、その申出を考慮して必要な

措置を講じなければならない。  

（中部圏開発整備計画の変更）  

第十二条  中部圏開発整備計画は、情勢の推移により適当でなくなつたとき、その他これ

を変更することが適当であると認められるときは、変更することができる。  

２  関係県は、前項に規定する事由に該当すると認めるときは、その協議により、国土交

通大臣に対し、中部圏開発整備計画の変更の申出をすることができる。  

３  前条第二項、第三項及び第五項から第七項までの規定は、第一項の中部圏開発整備計

画の変更について準用する。この場合において、同条第三項中「審議会（事業計画につ

いては、審議会及び関係県）」とあるのは、「審議会及び関係県」と読み替えるものとす

る。  

   第六章 中部圏開発整備計画に基づく事業の実施  

（都市整備区域の指定）  

第十三条  国土交通大臣は、中部圏の地域内において、産業の開発の程度が高く、さらに

経済の発展が予想される地域で当該地域の発展の進度に応じ都市の機能が十分に発揮さ

れるよう計画的に基盤整備を行なう必要がある区域を都市整備区域として指定すること

ができる。  

２  国土交通大臣は、都市整備区域を指定しようとするときは、関係地方公共団体及び審

議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議しなければならない。この場合に

おいて、国土交通大臣は、関係地方公共団体から意見の申出を受けたときは、遅滞なく

これに回答するものとする。  

３  都市整備区域の指定は、国土交通大臣が国土交通省令の定めるところにより告示する

ことによつて、その効力を生ずる。  

（都市開発区域の指定）  

第十四条  国土交通大臣は、中部圏の均衡ある発展を図るため、都市整備区域以外の中部



圏の地域のうち、工業等の産業都市その他当該地域の発展の中心的な都市として開発整

備することを必要とする区域を都市開発区域として指定することができる。  

２  前条第二項及び第三項の規定は、前項の都市開発区域の指定について準用する。  

（都市整備区域等の整備等に関する法律）  

第十五条  前二条に定めるもののほか、都市整備区域内及び都市開発区域内における宅地

の造成その他都市整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関し必要な事項は、別に

法律で定める。  

（保全区域）  

第十六条  国土交通大臣は、中部圏の地域内において観光資源を保全し、若しくは開発し、

緑地を保全し、又は文化財を保存する必要があると認める区域を保全区域として指定す

ることができる。  

２  第十三条第二項及び第三項の規定は、前項の保全区域の指定について準用する。  

３  保全区域の整備に関し特別の措置を必要とするときは、別に法律で定めるものとする。  

（事業の実施）  

第十七条  事業計画に基づく事業は、この法律に定めるもののほか、当該事業に関する法

律（これに基づく命令を含む。）の規定に従い、国、地方公共団体又は関係事業者が実施

するものとする。  

（協力及び勧告）  

第十八条  関係行政機関の長、関係地方公共団体及び関係事業者は、基本計画及び事業計

画の実施に関し、できる限り協力しなければならない。  

２  国土交通大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関係地方公共団体

又は関係事業者に対し、基本計画又は事業計画の実施に関し勧告し、及びその勧告によ

つて採られた措置その他基本計画又は事業計画の実施に関する状況について報告を求め

ることができる。  

（基本計画に関する施策の立案及び勧告）  

第十九条  国土交通大臣は、中部圏の建設とその均衡ある発展を図るため特に必要がある

と認めるときは、審議会の意見をきいて基本計画に関する総合的な施策を立案し、これ

に基づいて関係行政機関の長及び関係地方公共団体に対し、勧告し、及びその勧告によ

つて採られた措置について報告を求めることができる。  

（国の普通財産の譲渡）  

第二十条  国は、事業計画に基づく事業の用に供するため必要があると認めるときは、そ

の事業の執行に要する費用を負担する地方公共団体に対し、普通財産を譲渡することが

できる。  

（中部圏開発整備計画の実施に要する経費）  

第二十一条  政府は、中部圏開発整備計画を実施するため必要な資金の確保を図り、かつ、

国の財政の許す範囲内において、その実施を促進することに努めなければならない。  



（地方債についての配慮）  

第二十二条  地方公共団体が中部圏開発整備計画を達成するために行なう事業に要する

経費に充てるために起こす地方債については、法令の範囲内において、資金事情及び当

該地方公共団体の財政状況が許す限り、特別の配慮をするものとする。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から施行する。  

 

   附 則 （昭和四二年七月三一日法律第一〇二号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から施行する。  

 

   附 則 （昭和四六年五月三一日法律第八八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、昭和四十六年七月一日から施行する。  

 

   附 則 （昭和四九年六月二六日法律第九八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

第五十三条  この法律の施行の際現にこの法律による改正前の国土総合開発法、首都圏整

備法、首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律、首都圏の既成市街

地における工業等の制限に関する法律、首都圏近郊緑地保全法、筑波研究学園都市建設

法、近畿圏整備法、近畿圏の既成都市区域における工場等の制限に関する法律、近畿圏

の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律、近畿圏の保全区域の整

備に関する法律、琵琶湖総合開発特別措置法、中部圏開発整備法、新産業都市建設促進

法、過疎地域対策緊急措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島復興特別措置

法、奄美群島振興特別措置法及び小笠原諸島復興特別措置法の一部を改正する法律、小

笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律、防災のための集団移転促

進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律、地価公示法、不動産の鑑定評価に

関する法律（不動産鑑定士特例試験及び不動産鑑定士補特例試験に関する法律において

準用する場合を含む。）又は水資源開発公団法（以下「国土総合開発法等」と総称する。）

の規定により国の機関がした許可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、

この法律による改正後の国土総合開発法等の相当規定に基づいて、相当の国の機関がし

た許可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。  



２  この法律の施行の際現にこの法律による改正前の国土総合開発法等の規定により国

の機関に対してされている申請、届出その他の行為は、この法律による改正後の国土総

合開発法等の相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の

行為とみなす。  

 

   附 則 （昭和五三年五月二三日法律第五五号） 抄  

（施行期日等） 

１  この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。  

一  第四十九条中精神衛生法第十六条の三第三項及び第四項の改正規定並びに第五十

九条中森林法第七十条の改正規定 公布の日から起算して六月を経過した日  

二  第一条（台風常襲地帯対策審議会に係る部分を除く。）及び第六条から第九条まで

の規定、第十条中奄美群島振興開発特別措置法第七条第一項の改正規定並びに第十一

条、第十二条及び第十四条から第三十二条までの規定 昭和五十四年三月三十一日ま

での間において政令で定める日  

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。  

一  第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改

正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部

分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法

附則第十項に係る部分に限る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の

三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の特例

に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則

第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七

十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三

条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日  

（国等の事務） 

第百五十九条  この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律

の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は

執行する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国

等の事務」という。）は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政

令により当該地方公共団体の事務として処理するものとする。  

（処分、申請等に関する経過措置） 



第百六十条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この

条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によ

りされた許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又

はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申

請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の

日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則

第二条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の

経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後の

それぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処

分等の行為又は申請等の行為とみなす。  

２  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機

関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行

の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別

段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は

地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならな

い事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれ

ぞれの法律の規定を適用する。  

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条  施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁

（以下この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級

行政庁（以下この条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法によ

る不服申立てについては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁が

あるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合において、当該処分

庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行

政庁とする。  

２  前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であると

きは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自

治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。  

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条  施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく

命令を含む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに

基づく政令に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。  

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。  

（その他の経過措置の政令への委任） 



第百六十四条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。  

２  附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政

令で定める。  

（検討） 

第二百五十条  新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務につい

ては、できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一

に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進す

る観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うものとする。  

第二百五十一条  政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できる

よう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、

経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。  

第二百五十二条  政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事務処理

の体制、これに従事する職員の在り方等について、被保険者等の利便性の確保、事務処

理の効率化等の視点に立って、検討し、必要があると認めるときは、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。  

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行

の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。  

二  附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第

三十条の規定 公布の日  

（職員の身分引継ぎ） 

第三条  この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生

省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この

条において「従前の府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二

十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標

準調査会の会長及び委員並びに これらに類する者として政令で定めるものを除く。）で

ある者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後

の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、

経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新府省」という。）又は

これに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する従

前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局



若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。  

（別に定める経過措置） 

第三十条  第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる

経過措置は、別に法律で定める。  

 

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  

 

   附 則 （平成一七年七月二九日法律第八九号） 抄  

（施行期日等） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次項及び附則第二十七条の規定は、

公布の日から施行する。  

（中部圏開発整備法の一部改正に伴う経過措置）  

第五条  施行日以後第五条の規定による改正後の中部圏開発整備法（以下この条において

「新法」という。）第九条第一項の中部圏開発整備計画が新法第十一条第三項の規定によ

り決定されるまでの間においては、この法律の施行の際現に第五条の規定による改正前

の中部圏開発整備法（以下この条において「旧法」という。）第十一条第三項の規定によ

り決定されている旧法第九条第一項の中部圏開発整備計画（同項の基本開発整備計画に

係る部分に限る。）を新法第十一条第三項の規定により決定された新法第九条第一項の中

部圏開発整備計画とみなす。  

（政令への委任）  

第二十七条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、

政令で定める。  

 


